
19  教育委託事業

委託人数
3

46 42 40 42 37 31 31
人

38 0 - - - - -

1596  要保護・準要保護医療事業

被治療者数
4

87 87 87 87 87 87 87
人

99 0 - - - - -

政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

１．施策の実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移 ４ 年 後
事 務 事 業 目 標 指 標 （見込）

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

様式Ｃ 最終更新日：平成30年04月11日 1頁

前期基本計画 平成３０年度 施策方針書

０５ 一人一人が学ぶよろこびを実感できるまちを目指します
０１ 教育基盤の充実
０１ 教育環境の充実

教育総務課長  藤島　洋介

・新教育委員会制度の施行に伴い、教育行政における責任の明確化や首長との連携強化等が図られるよう取り組みます。

・少子化、児童生徒の偏在化を踏まえ、中長期的な展望のもとに望ましい学校配置についての検討に着手します。　

・急速な情報化社会の進展に即応して、学校ＩＣＴ（情報通信技術）化の促進に努めます。

・就学機会を確保すべく経済的に困窮している世帯への支援を引き続き行います。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

暮

ら

し

子どもの教育について、学校、家庭、地域の連携があると感じている人の割合

1 35 36.5 38 40 41 -
％ 31.7

38.5 45.6 0 - - 0.0

幸

福

子どもが夢中になって取り組めることがあると感じる人の割合

2 52 54 56 58 60 -
％ 49.9

51.6 53 0 - - 0.0

平成29年度
平成28年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

1397  就学援助・就学奨励事業

支給人数
1

622 681 707 684 684 684 684
人

674 0 - - - - -

1434  就学助成事業

支給人数
2

484 464 448 448 448 448 448
人

444 0 - - - - -

15



策

え方
・新教育委員会制

の

度の的確な運用。

・就

実

学機会の確保のため、

現

就学援助制度を引き続

に

き行います。

・学校Ｉ

影

ＣＴ（情報通信技術）

響

化の促進を進めます。

する社会環境変化

(３) 基本施策との関連性

３．施策の実現に向けての取り組みを決定する
(１) 施策の達成（実現）に向けた基本計画内の取り組みと方針

様式Ｃ 最終更新日：平成30年04月11日 2頁

前期基本計画 平成３０年度 施策方針書

０５ 一人一人が学ぶよろこびを実感できるまちを目指します
０１ 教育基盤の充実
０１ 教育環境の充実

教育総務課長  藤島　洋介

・平成27年4月施行の新教育委員会制度に基づき体制の整備を進めています。

・市内小中学校の児童生徒の偏在化が続いています。

・少

政

子化が進展する中、経

 

済的に困窮している世

 

帯が増加傾向にありま

 

す。

・校務の情報化が

 

進む中にあって、校内

策

ＬＡＮ及び教員１人１

:

台のＰＣ配備がなされ

基

ていない状況にありま

本

す。

・教育委員会制度

施

改革により平成27年

策

4月に改正法が施行さ

:

れ、改正の趣旨が生か

施

されるよう的確な対応

 

が求められます。

・少

 

子化が進展する中、生

 

活保護世帯等経済的に

 

困窮している世帯の児

策

童生徒が増加傾向にあ

:

り引き続き支援が必要

施

です。

・急速な情報化

策

社会の進展に即応して

担

、校務の効率化、情報

当

セキュリティの向上の

職

見地から、全教職員用

・

のＰＣ配備は喫緊

　の

氏

課題となっています。

名

・教育委員会制度改革

２

の実現のため、的確な

．

対応が求められます。

施

・少子化、児童生徒の

策

偏在化を踏まえ、中長

の

期的な展望のもとに望

実

ましい学校配置につい

現

て検討を進める必要が

に

あります。

・平成27

向

年4月施行改正教育委

け

員会制度について、改

て

正の趣旨にそって適切

の

な運用を進めます。

・

現

市内における少子化、

状

児童生徒の偏在化を踏

を

まえ、中長期的な展望

認

のもと望ましい学校配

識

置について検討します

す

。

・少子化が進展する

る

中、経済的に困窮して

(

いる世帯の児童生徒の

１

支援を引き続き行いま

)

す。

・急速な情報化社

 

会の進展に即応して、

施

学校ＩＣＴ（情報通信

策

技術）化の促進に努め

目

ます。

(２) 基本計

標

画内の取り組みと方針

の

のうち、平成30年度

進

の重点課題
・改正地方

捗

教育行政法施行に伴う

状

、新教育委員会制度の

況

的確な運用。

・経済的

分

に困窮している世帯の

析

児童生徒の支援。

・学

(

校ＩＣＴ（情報通信技

２

術）化の促進。

(３)

)

 基本計画内方針及び

 

平成30年度重点課題

施

に基づく優先順位の考



5,188 0 0 40,607

政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(４)所管実行計画事業費一覧
事 務 事 業 名 事    業    費    計    画    額

No 分 野 別 計 画
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 ４ヵ年計

実 施 計 画 前 年 度 比 較 (%)

様式Ｃ 最終更新日：平成30年04月11日 3頁

前期基本計画 平成３０年度 施策方針書

０５ 一人一人が学ぶよろこびを実感できるまちを目指します
０１ 教育基盤の充実
０１ 教育環境の充実

教育総務課長  藤島　洋介

1343  滝沢市教育研究団体協議会交付金事業

3,384 3,384 0.0 3,384 3,384 3,384 13,536

1391  滝沢市小中学校文化体育連盟補助事業

6,768 6,768 0.0 6,768 6,768 6,768 27,072

1397  就学援助・就学奨励事業

65,081 59,261 9.8 63,626 63,626 63,626 255,959

1434  就学助成事業

13,300 13,779 △3.5 13,547 13,547 13,547 53,941

1512  小学校教育用コンピュータ整備事業

0 9,150 皆減 20,062 0 0 20,062

1519  教育委託事業

4,368 4,537 △3.7 4,587 4,040 3,385 16,380

1596  要保護・準要保護医療事業

1,095 1,096 △0.1 1,116 1,116 1,116 4,443

3891  小学校備品購入事業

3,568 5,838 △38.9 3,568 3,568 5,838 16,542

3893  中学校備品購入事業

2,500 2,500 0.0 4,770 4,770 2,500 14,540

13650  小学校教育用コンピュータ管理事業

1,625 1,527 6.4 1,947 1,950 1,950 7,472

13651  中学校教育用コンピュータ管理事業

1,770 1,430 23.8 2,033 2,050 2,050 7,903

15330  中学校教育用コンピュータ整備事業

25,419 0 皆増 1


